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医療用医薬品市場調査シリーズＶｏｌ.１ 

糖尿病、高血圧症、痛風・高尿酸血症、脂質異常症、肥満など 

生活習慣病領域の治療剤市場を調査 

 

― ２０２６年市場予測（２０１７年比） ― 

＜注目市場＞ 

■糖尿病治療剤 ４,４９２億円（８.１％減） 

～ 治療患者数増加もジェネリック医薬品の侵食が進み２０２２年（５,２６２億円）をピークに市場縮小 ～ 

※生活習慣病領域は、１兆１,４９８億円。患者数も多く市場規模も大きいが高血圧症治療剤、脂質異常症治療剤

などをはじめジェネリック医薬品の影響を受け、市場は縮小している。 

 

総合マーケティングビジネスの株式会社富士経済（東京都中央区日本橋小伝馬町 社長 清口 正夫 

03-3664-5811）は、多くの患者数を誇る糖尿病治療剤をはじめとした生活習慣病領域の国内市場を調査した。 

その結果を「２０１８‐２０１９ 医療用医薬品データブック Ｎｏ.１」にまとめた。 

今回の調査では、生活習慣病領域（６品目）のほか、患者数の増加で伸長する抗凝固剤・ヘパリン製剤をはじめ

とするその他循環器疾患治療剤（８品目）、薬価が高い新薬の普及が進み伸長する血友病治療剤をはじめとする血

液疾患領域（５品目）の市場を調査した。なお医療用医薬品の国内市場調査は２０１８年から２０１９年にかけ、

薬効領域別に６回に分けて調査する。 

 

＜注目市場＞ 

■糖尿病治療剤（生活習慣病領域） 

 

 糖尿病治療剤は、患者の増加に合わせて市場拡大してきた。副作用が少なく、血糖コントロールがしやすいＤＰ

Ｐ‐４阻害剤の登場や、発売当初は副作用に関する懸念から高齢者には慎重投与とされていたＳＧＬＴ２阻害剤が、

「ＳＧＬＴ２阻害剤の適正使用に関するレコメンデーション」にて、「７５歳以上の高齢者あるいは６５歳から７
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４歳で老年症候群のある場合には慎重に投薬する」と具体化されたことから処方対象が広がり、市場拡大につなが

っている。今後は、２０２２年ごろまでＤＰＰ‐４阻害剤やＳＧＬＴ２阻害剤がけん引し、市場は拡大するが、そ

れ以降はジェネリック医薬品の侵食が進み縮小が予想される。 

 
■血友病治療剤（血液疾患領域） 

２０１８年見込 ２０１７年比 ２０２６年予測 ２０１７年比 

６８３億円 １０９.３％ ９３２億円 １４９.１％ 

 血友病治療剤は、高齢化の進展、定期補充療法による使用量の増加、インヒビター治療剤の使用量の増加、高品

質な薬剤の普及などによって市場は拡大している。また、半減期延長型遺伝子組換え製剤の登場により、定期補充

療法を行うケースが増加していることも市場拡大に寄与している。今後は、既存薬と比べ薬価の高い「ヘムライブ

ラ」（中外製薬）を中心とした新薬の比率が高まっていくとみられ、市場拡大が予想される。 

 

■抗凝固剤・ヘパリン製剤（その他循環器疾患治療剤） 

２０１８年見込 ２０１７年比 ２０２６年予測 ２０１７年比 

２,０６１億円 １０６.７％ ２,６３６億円 １３６.５％ 

 ２０１１年以降、「ブラザキサ」（日本ベーリンガーインゲルハイム）などＤＯＡＣ（直接経口抗凝固剤）が発売

されたことで市場は拡大を続けている。２０１３年２月の「エリキュース」（ファイザー）発売以降、新製品の発

売はないものの、ＯＤ錠（口腔内崩壊錠）をはじめとした剤形追加や「リクシアナ」（第一三共）の適応拡大など

参入各社の継続的な注力によって２０１８年も拡大が続くと見込まれる。今後は、高齢者の増加に伴い、心房細動

患者や動脈硬化症患者、脳卒中など既往患者が増加していくとみられ、ＤＯＡＣを中心に拡大が予想される。 

 

＜調査結果の概要＞ 

■生活習慣病領域、その他循環器疾患治療剤、血液疾患領域の市場 

 

 生活習慣病領域は、高血圧症治療剤、糖尿病治療剤、糖尿病合併症治療剤、脂質異常症治療剤、痛風・高尿酸血

症治療剤、肥満治療剤を対象とする。 

 市場は、ジェネリック医薬品の台頭により縮小が続いており、２０１８年は１兆３,７４６億円（２０１７年比

９１.８％）が見込まれる。今後は、糖尿病治療剤は２０２２年ごろまで配合剤を含むＤＰＰ‐４阻害剤やＳＧＬ

Ｔ２阻害剤が、また、脂質異常症治療剤は抗ＰＣＳＫ９抗体製剤が伸びると予想される。しかし、ジェネリック医

薬品の侵食が続くことで市場は縮小するとみられ、２０２６年は１兆１,４９８億円（同７６.８％）と予測される。 

 

その他循環器疾患治療剤は、抗凝固剤・ヘパリン製剤、抗血小板剤・末梢血管拡張剤（腰部脊柱管狭窄症を含む）、
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心不全治療剤、不整脈治療剤、狭心症治療剤、肺高血圧症治療剤、利尿剤、脳卒中治療剤を対象とする（利尿剤は

その他循環器疾患治療剤市場（合計値）から除いている）。 

 市場は、抗血小板剤・末梢血管拡張剤（腰部脊柱管狭窄症を含む）がジェネリック医薬品の影響を受け縮小し、

２０１８年は５,９３５億円（２０１７年比９８.９％）が見込まれる。今後は、抗凝固剤・ヘパリン製剤における

ＤＯＡＣ（直接経口凝固剤）の伸長や、心不全治療剤「サムスカ」（大塚製薬）が肝硬変や希少疾患の常染色体優

位の多発性のう胞腎の適応としても処方されることで伸長が予想され、２０２６年の市場は６,５１１億円（同１

０８.５％）と予測される。 

 

 血液疾患領域は、鉄剤、血友病治療剤、その他の血液製剤・止血剤、播種性血管内凝固症候群治療剤、血液難病

疾患治療剤（発作性夜間ヘモグロビン尿症治療剤、血小板減少症治療剤）を対象とする。 

 市場は、その他の血液製剤・止血剤が大半を占め、安定して拡大しており、２０１８年は３,４７３億円（２０

１７年比１０１.６％）が見込まれる。今後は、血友病治療剤で初の抗体医薬「ヘムライブラ」（中外製薬）の伸長

や血液難病疾患治療剤では、「ソリリス」（アレクシオンファーマ）の伸長、開発が進められている新製品の発売が

予想され、２０２６年の市場は、３,７４９億円（同１０９.７％）と予測される。 

 

＜調査対象＞ 

生活習慣病領域 

・高血圧症治療剤 ・糖尿病合併症治療剤 ・痛風・高尿酸血症治療剤 

・糖尿病治療剤 ・脂質異常症治療剤 ・肥満治療剤 

その他循環器疾患治療剤 

・抗凝固剤・ヘパリン製剤 ・心不全治療剤 ・肺高血圧症治療剤 

・抗血小板剤・末梢血管拡張剤 ・不整脈治療剤 ・利尿剤 

（腰部脊柱管狭窄症を含む） ・狭心症治療剤 ・脳卒中治療剤 

血液疾患領域 

・鉄剤 ・播種性血管内凝固症候群治療剤  

・血友病治療剤 ・血液難病疾患治療剤 

・その他の血液製剤・止血剤 （発作性夜間ヘモグロビン尿症治療剤、血小板減少症治療剤） 

 

＜調査方法＞ 

富士経済専門調査員による参入企業および関連企業・団体などへのヒアリングおよび関連文献調査、社内データベ

ースを併用 

＜調査期間＞ 

２０１８年５月～７月 

                                    以上                                                            

 資料タイトル：「２０１８‐２０１９ 医療用医薬品データブック Ｎｏ.１」 
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